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成人教育と労働に関わる現代的課題
一日本におけるリ カレント教育の意義の一端を探る一
Current Issues Regarding Adult Education and Labor : 
A Search for the Meaning of Recurrent Education in Japan 
佐々木 邦子
Kuniko SASAKI 
ABSTRACT 
平成14年l月
January, 2C J2
Adult education isone of the central themes of lifelong learning. The promotional policy of the re-
cu汀enteducation was strengthened at th巴b巴ginningof 1990's in Japan. This widened the gate for the 
high巴ducationalinstitute and h巴lp巴dthe establishm巴ntof lifelong education cent巴rsin the national 
universities. And it also contributed to th巴establishmentof the local bases for lifelong learning al 
over Japan. On the other hand, the employment policy has been changing according to business fluc-
tuations. Under the r巴cession,the statistical record of unemployment rate has been continuing to get 
worse in Japan, and at th巴sametime, the government has also b巴巴nsubsidizing ent巴rprisesand ind1-
vi dual巴mploy巴巴sfor巴ducationand job training. Especially, intoday’s sev巴recondition, it is neces-
sary for th巴 smalland medium-sized enterprises and the un巴mployedto be protect巴dby the policy. 
However, we have to be sure that the policy provides an appropriate distribution fairly to everyone. 
In this thesis, an巳xaminationof the meaning of the recu汀巴nteducation is at巴mptedfrom the labor 
viewpoint. Looking at the case of Sw巴den,wher巴th巴r巴currenteducation isone of their national poli-
c1es, some special circumstances for recurr巴nteducation紅巳foundin their political system, history 
and culture. This gives an important implication for guiding the lifelong education in Japan. 
[Key Words] Lifelong learning, Adult巴ducation,Recurent education, 
labor market, Employm巴nt
1.問題の所在
成人教育は、生涯学習の中心的な課題の一つである。成人教育の捉え方には、非職業的な側
面と職業的な側面があるが、 後者の範時として、 労働一学習一労働の循環行動であるリカレン
ト学習が位置付けられている。成人教育と労働の関わりについて、リンデマンは、 1926年に既
に成人教育の中心は労働であるが、成人教育の理念として教育は生活であり非職業的な展開を
すべきであると論じているl。リンデマンがそのよう な成人教育の定義やアンドラゴジー（成
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人教育学）を論じた時代から75年も経過している現在であるが、 我が国の成人教育に関して
は、まだ体系化されたものとは言い難い。
現在の我が国における、リカ レン ト学習については、生涯学習政策と雇用政策の両面から捉
える必要があると考える。生涯学習政策の面からは、 ユネスコや江0の歩調にも合わせなが
ら、我が国独自の歩みをしてきたと言えるであろう。1992年には、文部省は、生涯学習審議会
の答申である 「今後の社会の動向に対応した生涯学習の振興方策について」 によ りリカ レント
教育推進の方針を固めた。それは、社会人に対する高等教育機関の門戸の拡大や全国の国公立
大学への生涯学習センター の設置等に具現化され、 地域の生涯学習に関する拠点作りを推進し
てきた。もう一方の雇用政策の面では、必然的に景気の変動に合わせて政策が繰り返される。
労働は、 経済社会の影響を強く受ける。今日の我が国では、経済不況が一旦収束したかのよ
うにも見え、景気の回復基調が発表されたりもしたが、実際には統計上最悪の失業率を更新し
続けている。失業は、男性女性を問わず容赦なく迫り、労働市場に投げ出された人々を経済的
にも精神的にも追い込む。職を失った人は、 早急に生計の道を立て直すために再就職を目論む
が、社会が全体的に低迷している今日では、特に、中高年層の人々には年齢制限の壁が立ちは
だかり、それもきわめて困難である。そのょっな状況に鑑みて、政府は、企業あるいは労働者
個人にも何らかの職業的な教育 ・訓練に対する助成金の給付を実施してきた。それらの政策に
対しては、保護策を強化すべきであるとの見解とと もに、対象が中小企業 ・個人にしても官主
導の工程に沿う ことが依存体質を促進するのではないかという理由で反対論もある。
ピーター ・ジャーピスは、成人教育について、人々は持っている知識が限られているかも し
れないとは言え、何が自分たち自身の利益となるのか知っていることの方が多く 、より多くの
知識を持てば持つほど、人は何が必要で、あるのか、何が最良の利益となるのか、そして、特
に、どのよ うにそれが獲得できるのか知ることになると述べている20 リカレント学習を含む
成人教育が、 高等教育機関への再入学、あるいはよ り早い結果を求める教育 ・職業訓練いずれ
であっても、個別の要素が大きいためどれほどの効果をあげるものなのかは計り得ない。しか
しながら、 ピーター・ジャービスの考えを踏襲すれば、たとえ国家による政策下であっても、
成人は、 置かれた環境で自ら学ぶべき何かを自発的に見出すことに相違ない。景気の低迷が長
ヲ｜く現代の我が国において、きわめて厳しい状態に置かれている中小企業や失業者に対する政
策による保護は必要であろう。ただし、公平で、適切な配分であることに十分に考慮しなければ
ならない。それは、不平等感の増大や過剰な保護は労働意欲を喪失させることを、歴史や各国
の事例が物語っているからである。
本稿では、現代社会で生涯学習の一環と してのリカレン ト教育に求められるものについて、
労働の観点から考察を試みたい。リカレント教育を国家的な政策として実施した経験を有する
スウェーデンの事例からは、国家が先導役を果たした政策実施過程における功罪が看取され
た。そこからは、教育と労働の分野のみではなく、政治体制、国民社会の歴史 ・文化等によ り
様々に表出する ものであることが理解されたのである。固と固とを一概に比較することはでき
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ないが、リカレント教育の先達であるスウェーデンの状況を観ることは、我が国のリカレント
教育の考察にとって重要な示唆となるであろう。
2.生涯学習と労働の関わり
(1）働く者が学ぶ意義
ユネスコが提唱した生涯学習の理念の前提は、人間に対して誕生から死に至るまでの一生を
通して行われる教育の過程である。人の一生という時間に沿った垂直的次元と、個人及び社会
全体にわたる水平的次元双方の結合を目指しており、人間の発達段階におけるそれぞれの時期
に、その人にふさわしい学習機会が継続的に提供されることである。どの年代にあっても学習
機会を得るのは、制度上の学校ばかりとは限らず、社会的に各種形態の教育機関が存在する。
特に、成人については、他の年代よりもその要素は強い。
一度社会に出た成人が職業上の向上を目的に学習を受けることは何も近年に限ったことでは
ない。 1998年にヒアリングをした現在50代の男性の事例では、昭和40年代半ばに、家庭を有す
る状況で昼間の仕事と夜間の専門学校を両立させ、取得した国家資格によりその後事務所を設
立し、今日に到っている。彼は、自らの労働で学費を捻出しなければならなかたっため定時制
高校、大学の二部に身を置いたが、経済的な限界から大学を途中で断念せざるを得なかった。
しかし、彼は職業上の体験から専門職に就くことが自己の人生に有意であると判断し、困難な
中で上記に到ったのである。当時はまだ生涯学習という言葉は市民権を得ていなかったが、定
時制高校、夜間に学習をする大学の二部や通信教育等、現在の中高年齢層にも社会人の立場で
学習をする方法は確かに存在した。
リカレント学習を行う実施体として大学を例にとると、現在と異なるのは、社会人の学ぶ機会
が限定されていたことであろう。昼間部では、高等学校新卒を対象としており、そこに社会人が
加わるのは、入試の克服、入学後の不得意な科目履修、学費の捻出、若者との生活リズムの違和感
等による不安や困難が実際にはあった。これらは現在でも同様であるが、明らかに改善されたこ
とがある。それは入試制度である。多くの大学が、一般入試に加えて、社会人の枠を設ける社会
人特別選抜を実施し、社会人にも門戸を聞いたことが、今日の大学での社会人の再学習に弾みを
つけたと言えよう。
その数字を追ってみると、社会人特別選抜を実施した大学は1987年度（昭和61年度）の51校
から2000年度（平成12年度）までの13年間で362校に、学部数では同様に、 30から737へ大幅に
増加している。1987年度は志願者数1970人、合格者数1250人、 入学者数1143人、 2000年度は同
様に9097人、 5375人、 4712人であり、いずれも大幅に増加した。しかし、数値の推移の内訳で
は、 1991年度以来上昇を続けていた私立大学での入学志願者数が、 1998年度から減少に転じ20
00年度には6000人を割った。この現象の社会的背景については、第4節で言及したい。
社会人特別入試制度により大学へ入学を希望する社会人の増加が意味することは、単なる風
潮ではなく、実際に、学習や学歴向上の必要性が発生していることも考えられる。終身雇用や年
54 佐々木：成人教育と労働に関わる現代的課題
功序列制度の衰退と同時に、初職のまま生涯を通して働くことができる人はとみに減少してお
り、労働移動が慣例化していない我が国にあっては、リスクを伴いながら転職を余儀なくされる
場合もある。転職市場では、能力を買われたヘッド・ハンテイングなどでは前職よりも地位や待遇が
上昇することもあるが、ここ数年来の平成不況のさなかでは、失業を忌避するためにやむなく前
職を下回わる条件を飲まざるを得ないという状況に追い込まれるケースも多い。したがって、転
職を考える場合には、現状を向上させる目的を持って再学習に望む場合が少なくはないであろう。
多数の大学が広く社会人を受け入れるよう になったのは、国家による生涯学習政策に応じた
ものであることも考えられるが、その背景に少子高齢社会の学校経営という戦略が窺える。合
計特殊出生率は低下を続けており、2001年6月政府発表の数値は1.38で前回の1.34をわずかな
がらも上回ったが、これは2000年の出生を記念する「ミレニアム ・ベビーjである可能性が高
く、人口の自然推移である2.1にまで本格的に回復する兆しとは考えにくい。男女雇用機会均
等法、育児 ・介護休業法など既婚女性の継続就労を推進する法制度が施行されても、 その政策
的合意が浸透するには、我が国の労働市場は今だに閉塞状態から脱していないからである。
(2) 成人教育に対するジェルピの視座
ポ ルー・ ラングランの後継として、1972年から1993年までユネスコの生涯教育部門の責任者
であったエッ トー レ ・ジェルピは、生涯教育の概念について、教育実践の機会とその再認識に
よって歴史的に豊かなものになり、社会的需要、生存への要求、経済的・文化的対応等の展望
に沿ってその特定の社会や時代に見合った発展を したと評価し、 1980年代前半に既に、 それ以
後についても同様に予見したら また、生涯教育を特徴付ける点として、一つは生涯教育が政
治的に中立ではないことをあげた。 個人や集団による自己決定学習（Selfdirected learning) 
は、抑圧的な力にとって脅威になるのであり、したがって、ここでいう自己決定学習として肝
要なのは自己の志向性である。もう一つは、 生涯教育が個々人のモチベーションに応えなけれ
ばならないことをあげ、これらの視座で、特に成人の教育（学習）と労働について明断に論じ
た。
彼の視点は、疎外された産業労働者、失業者、女性、退職者、第三世界の人々、移民労働者
とその家族、文化と言語における少数民族等の教育要求に向けられ、人々が疎外から逃れる方
法としての自己決定学習の必要性を主張した。中でも働く者の教育については、労働と教育の
関係は教育学上の問題ではなく、彼らの学習の動機が原則的に労働と生活の関連性から促され
るため、教育や職業訓練のプログラム策定に対する配慮が必要だとする。とはいえ、教育を単
なる職業訓練活動に代替するのではない。働く者の自立性を重んじ、 その関心や動機に沿った
基礎訓練と継続訓練の実践の拡大を説いている。しかし、わずかな科学知識を働く者に与える
ために夜間講座を用意することではなく、重要なことは労働現場における働く者の要求や問題
を取り上げ、それを研究センターや教育制度との協力の下に共通の科学的アプローチを発展さ
せることであるとする。しかし、成人教育が差別の道具として社会的再生産を繰り返すことに
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ついて、その時代の成人教育が高度なテクノロジーの生産部門に働く成人のための教育であ
り、他方の、教育の「周辺部の人々」とされる非識字者のための成人教育に成り得ているとは
言い難いとし、教育の複線型制度が社会的な出自を通じての差別と、 エリー トを強化すること
によって永続化されているとの疑念を呈している。
ジェルピは、 地域社会との関連についても次のように述べている。生涯教育の政策は、様々
な問題に直面しているが、その中でも重要なのは、参加、計画、教育者の養成、内容の問題で
あり、また、これらについて政治的諸勢力やこれに関係する大衆の支持を得た新しい教育政策
の遂行である。特に「参加」が最重要課題であり、成人大衆の関心を惹く政策のためには、教
育目的や教育内容の作成に、①様々な年齢層の一般大衆を参加させる、②環境の中に存在して
いる種々の資源を十分に活用する、③様々な教育活動を評価することをあげている。これらの
考え方の下で、ジェルピは、地域社会という水平的な次元で民衆参加を捉えることを早い時期
から提唱していたのである。
これは、生涯教育についてユネスコが元来から標梼してきた、垂直的次元と水平的次元の結
合という基本概念に合致するであろう。 一人ひとりが自己の意思により継続的に学習や訓練を
続けることは、個人の一生から見ると垂直的なことであり、同時にそれが水平的に社会、とり
わけ地域への参加を成すということもつながり、 個人および地域社会にとっても 「共に在る」
という点で有意で、あるからだ。これは、現在の我が国に当てはめてみると、生涯学習政策を国
や地方自治体が実施し、地域づくりや町おこしを行っている実態からは、まさしくジェルピの
生涯教育の概念と一致する。ただし、「参加」の視点からは、生涯学習政策として実施されるこ
れらの行事等に対し、成人男子の参加の少なさが指摘されることもある。それは、他の一般的
な生涯学習プログラムについても同様のことが言えるのであるが、そのような場合の参加者の
多くは、家庭の主婦あるいは女性である。この状況が意味することは、我が国においては家計
の主要な担い手である男性には、ノンフォーマルな学習に時間をかける余裕がないということ
になるのであろうか。それは、我が国の国民性、労働時間の長さやそれを美徳として肯定をす
る勤労観によると言えるのかもしれない'o
3.スウェーデンにおけるリカレント教育の功罪
(1) スウェーデンにおけるリカレント教育の概観
スウェー テ守ンでは、ユネスコやOECD、ILOで規定するようなリカレント教育についても、他国に先
んじる卓抜した制度を有していた5。その基本概念や現代までの経過について概略を辿ってみたい。
高福祉国家として世界的に最高峰を誇るスウェーデンにおいて、福祉の理念と教育に結びつ
いたものに国民高等学校がある'oこれは、十分な義務教育を受けることができなかった全て
の希望する成人に対し学習機会を保証する制度である。希望者が多い場合は選抜試験をする
が、その基準は、たとえ高福祉の国であってもそれまでの過程で福祉の恩恵をあまり受けてい
ないということを配慮し、成績が悪く、貧しく、年齢が高く、ハンデイがある人を優先させる
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という。この国民高等学校は、個々人の需要に沿った教育の提供を行っており、理論型の授業
ではないが、上記にあげた人々にとっては十分に必要な学習機会となるであろう。
スウェーデンのリカレント教育の基本概念は、教育の機会均等で、ある。1972年から、25才以
上で4年間以上の労働経験者に対し、優先的に大学入学の機会を付与する25:4ルールがあっ
た。これは、大学入学者の定員比率を、高等学校からの直接入学者30%、25才以上労働経験者
50%、外国で11年以上の教育を受けた者10%、その他10%と定めた。働く者の再学習のための
教育休暇法は6ヶ月までの延長が労働組合の同意の下で決定し、1974年に制定し翌1975年から
施行された。また、教育休暇期間中の労働者の所得を雇用側に義務づける成人教育義務賃金法
も制定されている。年代が遡るが、スウェーデンでは1950年以来初等・中等教育制度を改草
し、 9年制の義務教育を実施する基礎学校と理論教育と職業教育を統合した総合制高等学校が
設けられた。それに次いで1977年には学校教育の全国的統一化と均質化を政治課題として新し
い高等教育制度が発足した。高等教育改革の目的は、教育は人間の全生涯にわたって続けられ
るという ことを基盤において、就業後も必要と希望に応じて教育を受ける生涯教育制度の確立
であった。
しかし、リカ レント教育を展開する理由として労働の側面からの政策的含意が強かったのも
実情である。スウェーデンでは、 15才という早い段階で職業訓練を行う必要性を提唱している
が、その理由は、中等後教育、 すなわちpostsecondary educationの過剰抑制に狙いがあった。
それは、 大学進学率の激増に由来するが、リ カレン ト教育が提唱された1970年代初頭の、教育
に対する問題として他の先進国にも共通することである。スウェーデンでは、 1960年秋期には
4000人であった学生が1965年には6万5千人、1970年には13万人、1989年には20万5千人、19
93年には30万人へと大幅に増加している。 マ チーン・ トロウの説であま りにも使用されすぎた
感があるが、高等教育のマス化現象がスウェーデンでも顕著であった。急激な高学歴化は社会
発展のーっと見なすこともできるが、 一方で別の問題も生み出す。 例えば、中途退学、卒業後
の就職に対する問題等がそれに当たる。 加えて、その時代は、初等教育や中等教育を最終学校
暦とする成人もまだ多く、世代聞に不公平感が生じることもありう る。このよう な状況の人々
を最小限に留めよ うと、若者を大学入学前に働かせ、成人になって一度労働の経験を持ってか
ら必要に応じて再び大学に入学することができるというのが、25:4ルールのしくみである。
このよ うな大学進学率の抑制と卒業後の就業先不足を解消するために、社会人になってからで
も大学で学習することが可能であるという、いわば雇用調整のよう な役割を果たすために25:
4ルールを導入したというのがスウェーデンのリ カレント教育政策の実態とされている70 
(2) スウェーデンにおけるリカレント教育の問題点
スウェーデンにおいて、リカレント教育が一種の雇用調整弁として政策に組み込まれたこと
に対する内外の評価は分かれよう。 その問題点として、代表的な二点を確認しておきたい。
一つ目は、教育の機会均等を目的とするはずのリカレント教育が社会的再生産により差別を
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助長したとされる点である。スウェーデンのリカレント教育の根幹を成した25:4ルールは、
社会人には有利であっても、労働経験のない者には不利になるという理由から、 1981年以降は
縮小され、 1991年にはほとんど消滅していた。ただし、成人の大学入試については、現在でも
学業成績の他にも職業経歴を加味する方式である程度の保障がある。職業経歴については、基
礎学校 （義務教育）や高等学校の教員、医療関係者、 聖職関係者、秘書、 タイピストなど、再
学習前の学歴が比較的高く、リカ レント教育本来の概念である教育機会に恵まれなかった人々
の再教育という場にはなり難いのが現状だ。したがって、学歴の高い者ほど更に教育を受け
る、すなわちeducationby educationという状態が再生産されることになり、これは、成人教育
が教育上の差別を強化するおそれがあることを指摘したジェルピの懸念にいみじくも合致す
る。前節で触れたが、ホワイトカラーの人々と、例えば非識字者では、成人教育を受ける機会
に差が生じ、つまり出自による社会的再生産が繰り返されていくということである。これは、
先に挙げた国民高等学校の存在と矛盾するとも考えられるが、国民高等学校で行われている教
育内容が、成績にこだわらず試験結果を問わない理論的な授業内容の提供を主たる目的として
いないことを勘案すれば納得がいく 。
問題点のもう一つは、リカレント教育が市場至上主義の経済合理性に適うものとして変容し
たのではないかとされる点である。1980年代、現職教育の中心が、通常のリカレント教育から
雇用主体による大規模な開発プログラムに移行を見せた。これは、リカレント教育が、初歩的
・基本的な学習援助と教育休暇に視点を置いていたことから、国際的な競争にも有利な職業面
での熟練の育成を求めて職業能力の開発を優先させる政策に他ならない。このときのモデルに
なったのが、 トヨタ看板方式に代表される日本のリーン生産方式であり、「KAIZEN」と外国で
も日本語のまま使用された 「改善」である。これらの職業能力の開発に力点を置いた政策は、
主に1977年の大学改革で導入されたものであるが、 1993年の新しい大学改革法ではまた方向性
が異なった。国際競争力の確保のためにこれまでと異なったエリート養成を最優先するような
財源の分配制度が敷かれ、政府と大学の聞で一般的な3年間の教育業務契約に沿って配分され
ているのである。このような大学改草以後の動向もまた従来よりスウェーデンが標梼してきた
リカレント教育の精神とは異なるものであったと考えられる九
(3) スウェーデンにおけるネオ・コーポラテイズムの効果
スウェーデンにおける教育政策の変化は、政治体制の変容と無関係ではないであろう。 1932
年から約40年間にわたり国政の中心であった社会民主党が1976年には、フェルデイーン率いる
保守・中道3党による連立政権に敗れた。その後1982年にパルメ率いる社会民主党の復活。し
かし、 1986年には、社会民主党のカリスマ的指導者であったとされるパルメが暗殺され、直ち
にカールソンが後継者になったO 1991年には社会民主党が敗退し、カール ・ピルト率いる連立
政権、 1994年にはカールソン率いる社会民主党の復活、 1998年には社会民主党が主導権を握っ
たものの過半数を割っている。このように、 1970年代から30年余りの聞に政権の交代劇が繰り
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返された。労働の観点からは、 70年代には社会民主党の論客であるミュルダールを中心にスウ
ェーデンの労働者擁護の政策が推進されたが、これは、社会民主党とLO（労働組合）の強い
紐帯の結果である。経済発展や技術革新は、自動的に福祉と生活資源の平等な分配を実現する
ものではないとし、労働運動の主要なテーマを平等において活動が続けられ、政治・労働運動
の両面から成果を収めた。
それらの変遷の中でも特に着目したいのは、 1980年代、社会民主党政権下でネオ・ コー ポラ
テイズムと呼ばれる政治の再編が功を奏し、経済や福祉の隆盛を招聴したことである。ネオ・
コーポラテイズムの特徴は、一つ目に政策決定が政労使の三者による利害調整 ・合意形成に基
づいて実施される、二つ目に政策実施が政府だけではなく三者の協力と協調の下に行われると
いう点である九 労働者を重視する政策展開とも捉えられるネオ・コーポラティスムは、 1990
年代には急速に収束していき、その動向に歩調を合わせるかのようにスウェーデン経済の危機
が広がり、失業保険や年金制度等福祉政策の低下をも招いた。労働志向に傾注していた1980年
代のリカレント教育の方向性が1990年代に大きく転換したのである。
4.我が固における雇用政策の中のリカレント教育
(1）雇用状況の趨勢
我が国で現在捉えられているリカレント教育は、以上のようなスウェーデンの事例で見るリ
カレント教育の概念とどのように関わってくるのであろうか。 スウェーデンと同様に我が国に
おいても高等教育のマス化現象が顕著になり、また、生活水準の向上等も後押しし、 リカレン
ト学習者は著しく増加した。
我が国のリカレント教育について、大学や大学院等の高等教育機関によるリカレン ト教育
と、雇用政策の中のそれと二つに分けて考えてみたい。前者については、教育政策として全国
の国立大学に生涯学習センターが設置されたり、 大学 ・大学院いずれも社会人に対する門戸が
聞かれる等、リカレント学習を希望する社会人には学習の場が多く提供されるようになったこ
とに代表される。 この動向は、これまでそのような学習境遇を望めなかった人々にとっては格
好の機会となり、現在も多くの人々が学習を続けている。ところが、第2節で述べたとおり、
社会人特別選抜を希望する人が1998年より下降しており、 その背景には平成不況が影を落とし
ていることが推測できる。もし、学習に対する希望を阻むものが経済性であるならば、学習希
望者の自己抑止力が働いたことであろう。 武JIIは、 雇用労働に絶対的な価値を置く社会におい
ては、失業は単なる稼得手段の喪失以上の意味を持ち、雇用労働への従事は社会との関わりの
存在証明かつ、自己実現の証であり、失業はこれらを全て失うことになるため、個人にとって
人生の一大危機であるという九正にそのとおりであり、失業は家計を危機に陥れるだけでな
く、働く者を深い失意に落とし込む。また、再雇用が希望どおりになりえない今日では、家族
や周囲に負い目を感じながら孤独に追い込まれるほど自尊心が揺さぶられるのである。
2001年7月我が国の完全失業率は、1953年の調査開始以来統計史上最悪の5.0%を記録し
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たO 完全失業者数は330万人で、 4ヶ月連続増加を続けている。この内訳を見ると、非自発的
失業は99万人、自発的失業は114万人であり、後者は前年同月を15万人も上回っている。自発
的失業と非自発的失業の境界線は限定することは困難であり、 自発的失業とは言え、希望退職
や早期退職を促された結果であることも多い。
2001年8月下旬には、日本を代表する大手企業の東芝が国内の18万8千人のグループ従業員
を2003年度までにおよそ10%に当たるl万7千人を削減するリストラ策を発表した。これは、
情報技術 （IT）不況の影響を受けた半導体部門の採算が悪化し、 今期の連結最終損益が過去最
低の1150億円の赤字になる見通しによる。また、日立製作所も半導体940億円の赤字により 、
グループ従業員約34万人の6%に当たる 2万人前後の削減案を固めた。特に、海外工場の生産
体制の見直しにより海外人員の削減案を進めており、国内においても既に導入している早期退
職優遇制度の対象年齢を拡大する計画である。このよ うな我が固有数の大企業が人的リストラ
を実施することは、更に関連企業等、特に下請けの中小企業への影響が懸念される。現政府
は、失業率の悪化を含めた社会的に痛みを伴うことを与件として構造改革の断行を主張してい
るが、大方は今後の動向について不安を持って注視しているのであろう。数年前は、リストラ
という名の下に、本来はそれのみの意味ではない解雇を必要以上に実施した企業があったこと
は否定でき まい。今また、構造改革の名の下にリストラを断行する企業の増加を危倶する。無
論、企業の規模を問わず、やむなく経営悪化のために人的リストラを実施する企業が多いこと
は実際的であるが、仮にそのような状況に追い込まれていなくと も、その機に乗じて特定の人
員に対して退職の勧告を行う企業がないことを願うばかりである。
現在の失業率悪化の要因として日本経済新聞は、 次の3点を挙げている～ 一つは、1980年
代から始まった生産拠点を海外に移転させ製品輸入によ り生じた経済の空洞化からの影響であ
る。生産輸入比率は1987年当時の44%から2000年には61%に上昇している。 二つ目は、失業者
の受け皿の消失である。製造業の就業者数はピーク時の1992年から2000年までに250万人減少
したが、 90年代は、景気対策による公共事業の増加で建設業の就業者数は90年から97年で100
万人の上昇があり、すなわち建設業が失業者を吸収していたという ことも一面では言える。と
ころが、最近の地価下落により債務過多の企業が立て続けに経営破綻をしたために、そこに対
する思惑が消えた。 三つ目に、アメリカの影響が避けられないIT不況があげられる。先に例示
した東芝の他にも、 富士通の5千人削減、NEC2千5百人削減と、情報機器メーカー の経営悪
化が顕著で、ある。また、アメ リカに本社がある大手コンピュータ関連企業も 日本からの完全撤
退を決め、日本法人の従業員は全員解雇になるというニュースも飛び込んだばかりである。ま
た、時を同じく してアメ リカの大手有名コンビュータ企業2杜の合併も、IT産業再編の動向と
して捉えられている。
目を転じて北海道を見ても同様に、あるいは全国以上の厳しい状況が続いている。 札幌市の
ある公的職業紹介施設では、再就職を目指す人の来場が日に500人は下らなし当。求職の相談や
登録でハローワークを訪問する人の多さと深刻な表情が再就職市場の厳しさを物語る。特に、
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中高年齢層の再就職は困難をきたしており、社会的に深刻な様相を呈しているのである。
(2) 雇用政策と職業訓練の動向
このような社会問題とも言えるほど深刻な状況下、失業者あるいはその不安を抱えている者
が再就職に対処するために、能力開発を目的とした職業訓練・教育と雇用政策が耳目を集めている。
橘木俊詔は、イギリスとデンマークの事例を挙げ、職業教育と訓練の重要性を改めて強調し
た。特に、イギリスにおける職業訓練政策の内容は、ブレア政権がニューデイール政策として
実施したものであり、18歳から24歳までの若者が6ヶ月の失業保険給付受給後には職業訓練を
行うことを義務づけ、その期間に雇用機会の紹介等により再就職を促すというものである。ま
た、デンマークでは、公共部門が雇用創設に貢献し、そのための財源を国民が承服したとい
う。また、ロパート.A・ フェルドマンも、職業訓練 ・教育を生涯教育の範障とし、技術革新
のための技術力を養うための教育に税金を投与する必要性があり、この場合には、 文化・ 芸術
と教育予算を分けるべきだとしている。
外国の事例は、例えばイギリスの例にしても若年層対象の政策であり、そのまま摘要できる
わけではないが、概念の導入によ り我が国に適合させる試みは可能であろう。
職業訓練・ 教育に注目が集まっているのは今に始まったことではなく、 特に1997年以降企業
倒産が相次ぎ失業率の悪化が深刻な社会現象となった時期に顕著になっている。職を失った
人々が公共の職業訓練機関に殺到し、技能習得や資格取得に積極的に参加した。政府は、その
ような状況に鑑みて再就職実現を支援するために、 企業、あるいは労働者個人に各種教育・ 訓
練を奨励した。その中の労働者個人に対する政策の一つが教育訓練給付である。これは、 一定
の条件の下で、学習を終えた後に総費用の80%を給付する ものである。 この制度は実際に、失
業者、及び、転職や失業を想定している人にとっては、福音ともなったと考えられるが、残念な
ことには、 雇用保険を財源とするために全ての成人に平等にその機会が与えられているわけで
はないことである。それは、条件の中に、 雇用保険への加入機関が5年以上、雇用保険に加入
していた職場を退職してからl年以内等、雇用保険に関わる制約があるからである。パート タ
イム、臨時、 契約、派遣労働者は、雇用保険に加入できない場合が多く、職場が人的リストラ
を実施する場合は、 縁辺労働者であるそれらの形態で働く者から先に実施される。また、出産
・育児のためにしばらく家庭にあった女性が労働市場に復帰しよ うとする場合に、 多くの女性
は教育 ・訓練により新しい知識や技能を必要と考えているが、費用面で負担増を考えている。
昨今のよう に、家計の主である夫の終身雇用が望めず雇用上の不安を抱えている状態では、自
分のことに多額の費用をかけることを選択する主婦は僅少である。少子高齢社会の労働力不足
を視野に入れ、 女性の継続就業を推進するために、育児 ・介護休業等の制度化を推奨してきた
政府は、 今一歩踏み込んで教育訓練給付制度の対象枠を拡大すべきであると強く望むものであ
る。北海道労働局の調べによると、平成10年12月から施行された現行制度の北海道における当
助成金支給数は、平成11年度男性2,794人、女性2,863人、12年度男性4,406人、 女性5,265人、
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13年度（8月末日まで）男性2,030人、女性1,968人である。 この数字の推移からは、当制度の
社会的意義が窺われるが、財源、が雇用保険であるという ことから摘要枠拡大に限界があるので
あれば、他の対策による措置が急務であろう。
武川は、労働の未来が福祉国家の未来を規定することを次の3点により説いている 120 
〔工福祉国家の未来の動向は、高齢化による年齢構成のことではなく、就業人口と非就業人口
の割合の方が影響力を持つ。 ②仮に従属人口比率が増しでも、成長によ り問題解決が可能であ
るが、その成長の可能性は人々の労働のあり方と関連が深い。③労働市場における活動が費や
す時間により、雇用労働、家事労働、自発的社会労働Jなと守の組み合わせが違ってくるために、
それに伴い福祉国家が提供すべき杜会サービスの料に変化が出る。
政府では、企業に対しても雇用奨励金を給付する等の政策は実施してきたが、今後の対策と して
構造改革と併せて、今年度の補正予算を見込んで雇用の受け皿っくり、転職支援、職業訓練を総
合的に中期にわたる雇用政策を発表した。政策の効果は、綴密な経過分析を行いながら時期を待
たなければならないが、本格的に政府が動き出すことについては評価できょう。
このような雇用政策の中で実施される職業訓練・ 教育は、広義に解釈すれば明らかにリカレ
ント教育の一種である。スウェーデンでは、労働志向の教育や学習は本来的なリカレント教育
には当たらないとの見解もあり、また、国家が関わることの功罪を問う声もある。しかしなが
ら、我が国の現状からは、このような学習形態をリカレント学習として捉え、政策課題と しな
ければならない必要性が思われる。生計を立て直す必要に駆られ逼迫した状態で学習すること
は、本人が最も苦しいのである。時間的にも精神的にも余裕を持って趣味や教養を求めて学習
することばかりを生涯学習に求めるには、現代の社会は職に迷う者にはあまり に厳しい。
(3) リカレント教育の現代的課題
最近の報道は、失業率が過去最悪になったことを大きく取り上げ、その要因や分析にいとま
がない。しかし、ここ数ヶ月間の失業率の推移や前月 6月の4.9%という数値からは、翌月に
0.1ポイ ントの上昇をみることははからずも予測され得たことである。政府が発表時に示した
分析観点の一つに、以前から取り沙汰されていたことではあるが、 労働力受給の不均衡による
雇用のミスマッチがあげられている。ただし、この雇用のミスマッチは、我が国ひとりではな
く、ヨーロッパ諸国でも同様である。農業 ・建設 ・医療 ・教育等の一部の職業分野で極端な労
働力不足により、外国からの労働者に依存せざるを得ない状況が発生しており、移民の問題等
と併せて深刻な問題となっている。
我が国における雇用上のミスマッチについては、 最近までは、 第二新卒と呼ばれる学校卒業
後3年以内に離職する若者たちの早い決断のーっとして、若年労働者の離職増大の要因として
指摘されることが多く、中高年層にまで言及されることはあまりなかったよう に思われる。そ
の要因として、私見ではあるが、ここ 7～8年来の雇用情勢悪化による悪循環に陥っているの
ではないかと推測する。現在は既に平成不況が始まって数年が経過しており、失業率は上昇を
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続けてきたわけだが、この数年聞に100万人単位の彩しい数の働く人々が職を失った。それら
の人々は、生計を立てるために意にそぐわぬ職にも就かざるを得ない状況に追い込まれたであ
ろう。人は、報酬のみで働くのではなく、その職業に対する情熱や生きがいとして自らが感
じ、かつ信じるものであることが労働を促す。その観点からは、大量の失業者が生計のために
長期展望を持つ余裕がなく入職したと仮定すると、年数が経過したここにきて自発的に職を辞
することがあることは十分に推測されるのである。
それらを踏襲すれば、再就職を希望する人々に必要なのは、単なる一時的な職業訓練ではな
く、その後の人生を視野に入れた教育でなければならない。これは、ジェルピの論理そのもの
であるが、生涯学習を更に効果的にするためには、職業訓練と教育の違いを把握する必要があ
ろう。アンデイ ・グリ ーンが述べているように、 雇用者抜きの場合は労働世界における適切さ
を欠き、教育者抜きの場合は狭義になり柔軟性を欠く ということも大切な視点である九 そこ
には、訓練者が職業訓練に特化せず総合的な知識による判断力を持つために重要なのは、教育
する側の姿勢であることが示されている。リカ レント教育実施機関は、それらのことを踏まえ
た上で、プログラムの作成にあたることが肝要であろう。その結果、学習者はそこから職業生
活の基盤となるエンプロイアピリティを習得することが可能になる。
エンプロイアビリティとは雇用され得る力と訳され、働く者自らの努力にかかっている。た
だし、政策や企業努力が望めない状態で、労働者及び失業者だけに自助努力を求めるのは、彼
らを一層苦痛に追い込むことになるのであり、それは忌避されなければならない。エンプロイ
アピリティという言葉が頻繁に使われるようになった最近の風潮について、後藤は、この言葉
が雇用・処遇問題を働く者個々人の責任として還元するような「野蛮な市場」への方向を向い
ていると痛烈に批判している140無論、今日の雇用上の不安を働く者の能力に由来するなどと
いうのは、 責任転嫁に他ならず論外である。ここで必要なのは、政策の力、使用者の努力は当
然のことながら、働く者が自らの意思で学習を進めることも生活向上の方策の一つで、あるとい
うことである。しかし、人々の多くは学んで、も雇用に直結するのか、学ぶことがどれほどの力
を自らに付与するのか、迷いあぐね更には諦観を抱いている。したがって、今必要なことはそ
のような人々に自信を復活させることである。政労使の協調により、現代社会の雇用情勢を踏
まえた実効性のある政策展開をすることが緊急課題であろう。
5. リカレント学習の展望
生涯学習の中でも成人教育は、教養 ・趣味に重きを置き、 心身を豊かにする目的を持つもの
から、現実的な職業能力を高める リカレント教育に到るまで多様に存在する。生涯学習という
言葉の響きからは、社会的に敷桁してきたのは比較的前者の方が多いよう に思われ、 そのよう
な動向に異論はない。日本人がエコノミックアニマルと那撤された時代はすでに遠く、もはや
働く者たちの勤労観も大きく変化しているのが事実である。 働くことに加えて、 いかに自分の
生活を豊かに味わい深いものにするのか、自由で成熟した生活世界を維持するために学ぶこと
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は望ましいことである。そのような志向と背反するわけではないが、 成人教育には別の側面の
意義があるのであり、その一つが職業能力の向上を目指すリカレント教育である。この範時に
は、教養の深奥を究めるということも含まれようが、本稿では、更に現実的な生活力を大きく
左右する働く者が自ら学ぶリカレント学習としての視座から考察した。
ピーター・ジャービスは、職業的な成人教育の供給が、第二のチャンスを得る機会となる人
もいるが、も しも若年期の学校が第一のチャンスとならなかった人々には、改めて好機をもた
らすと述べている九 リカレント学習の場が準備されているのであれば、それを大きな契機と
して活用できるのである。成人が学習するのは、個人主義思想に基づくものであるとの捉え方
もあるが、成人が継続教育を受けることは、個人の関心と利益に直結する と考えるのは自明で
あろう。特に現代社会が職業的な苦境を脱するこ とを第一義としてリカレン ト学習を求める
人々 が多くなっていることは、社会的に肯定してよいのではないか。それは、リカレン ト学習
を求める人々が、その結果を職業的あるいは非職業的いずれの目的を有していたとしても、
個々の自由選択の範障であり、加えて成人が学習により更に何かを習得することは、家庭生活
や社会生活に必ずや還元されると考えるからである。
これまでの考察から、我が国における現代社会の状況と、成人教育と労働の関連性における
今後の展望について改めて次の3点を強調したい。
①リカレント教育及び雇用政策における機会均等 ・公平性の重視
我が国ばかりの現象ではないが、 リカレン ト教育を必要とする成人全てにその学習や政策の
活用の機会が与えられていない現状が確かにある。階層からの脱出の手段として教育が一つの
役割を持つことは、古くとも永遠の課題であるよう に思う。出自等による差異をなく し、また
政策実施に関する条件の緩和をすることで、リカレント学習を求める人 の々裾野が拡大するの
ではないだろうか。
②リカレント教育におけるプログラム策定の多様化
年代や質の問題も含む目的別のプログラムの策定が望まれる。例えば、前節で触れたが、若
年層の失業者に対するイギリスのニューディール政策等を考えてみても、若年層と中高年齢層
では、リ カレン ト教育の目的や内容は異なっている。プログラムをむやみに拡大しでも政策的
合意に則った効果は得難い。職業に就いている人、就いていない人いずれであっても、年齢、
目的等を弁別し、到達目標を職業訓練 ・教育までとするのか、あるいは職業紹介や再就職の斡
旋までするのかという点にまで立ち入る必要があろうヘ
③自発性を可能にする社会システムと社会的評価の構築
社会人が学習を希望するとき、決定に到る障壁となる理由で比較的多いのは、職場の理解が
薄いという ことである。学習のために時間を費やすことができるような社会的な理解や、職場
の協力がシステム化されることが重要であろう。そして、リカ レント学習をしたことを一つの
成果と して適切に評価するしくみの構築が急がなければならない。
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スウェーデンの事例では、社会の動きとともにリ カレント教育の社会的位置付けも変還した
が、それは十分納得できることである。いずれ我が国の経済情勢も好転し完全雇用の時代が復
活するであろうが、そのとき人々の学習熱はどのよう に変化するのであろうか。推測ではある
が、リカレント学習を求める人々は絶えないのではないか。どの時代にあっても、成人が学習
を望むのは、個人の知的欲求と現実的利益を含んだ関心により、職業的、個人的生活に関しで
も、よりよく生きたいと願うときに学習に対する欲求が生じやすいからである。
しかしながら、我が国における今の時代のリカ レント教育は、現下の情勢からは個人的な要
素を超えて雇用政策の一環として捉える必要があることは否定できまい。それは、リカント学
習により職業能力の向上を図ることが、職業的な陸路に苦しむ多く の人々の生活に関わる分岐
点となるからである。
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